法務・総務のための社内研修資料20選
第18回　フリーランス法研修
フリーランス法研修 実施ガイド
企画・運営・自社化・記録・版管理
	対象： 研修企画・運営担当／講師
法令・制度基準日： 2026年6月18日　　会社名／実施日／講師名：【要記入】


本資料はフリーランス法対応の出発点です。フリーランス法該当性・違反該当性・労働者性・行政対応の最終判断は、社内規程及び法務・人事・購買・経理・コンプライアンス・専門家への相談を前提としてください。

1. 研修の目的・対象・時間
目的： フリーランスへの発注を一律に避けるのではなく、(1)対象取引の把握、(2)取引条件の明示と記録、(3)支払・禁止行為の遵守、(4)募集・配慮・ハラスメント・解除予告の実務化、(5)問題に気づいたら隠さず報告、を発注実務に落とすこと。
対象： 全社員・管理職・役員／購買・調達・発注・外注・委託担当／制作・編集・デザイン・動画・広告・マーケ／システム・情シス・Web／ライティング・翻訳・撮影・イベント・講師・コンサル発注／営業・事業開発／人事・採用・広報・SNS運用／経理・支払・債務管理／法務・総務・コンプライアンス／委託先・ベンダー管理。
所要時間： 45〜55分（ケース討議・発注前チェックシート演習を加える場合は70〜80分）。
2. 他の研修回との違い（重複回避）
	回
	主題
	本回（第18回）との関係

	第5・6回
	セクハラ／求職者等セクハラ
	ハラスメント詳細・境界事例はそちら。本回はフリーランスへの体制整備・相談対応・不利益取扱い防止に限定。

	第17回
	取適法（旧下請法）
	中小受託事業者との取引・資本金/従業員基準はそちら。本回は個人フリーランスへの委託が中心。

	第19回
	契約書（締結権限・押印・電子契約）
	契約形式・権限・台帳はそちら。本回は法定の取引条件明示・支払・解除予告・相談体制が中心。


3. 事前準備・自社規程との整合確認
次の自社規程・様式・運用を確認し、研修資料の【要自社記入】箇所を自社の内容に差し替えてください。
1. フリーランス法対応規程
1. 業務委託契約雛形
1. 発注書・注文書テンプレート
1. 取引条件明示テンプレート
1. 募集情報掲載ルール／募集媒体・SNS募集ルール
1. 報酬支払・経理ルール
1. 検収ルール
1. 追加発注・変更・修正対応ルール
1. ハラスメント相談窓口／ハラスメント対応フロー
1. 育児介護等配慮対応フロー
1. 中途解除・不更新対応フロー／理由開示対応フロー
1. 労働者性確認フロー
1. 個人情報・営業秘密管理ルール
1. 発注システム・購買システム
1. 文書保存・証拠保全ルール
1. 内部通報規程
4. 相談・エスカレーション基準
4-1. 行政対応時のエスカレーション
公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省・労働局からの照会、報告徴収・立入検査、指導・助言、勧告等の連絡を受けた場合は、現場で個別対応せず、直ちに法務・コンプライアンス（必要に応じ経営層）へエスカレーションします。
1. 行政からの連絡・書面は原本を保全し、回答前に法務・コンプライアンスへ共有する。
1. 命令違反、報告徴収・立入検査への対応不備等については、罰則の対象となり得るため、行政機関からの照会・連絡には現場で独断対応しない。
4-2. 部門別の相談基準
	相談先
	主な相談内容

	法務
	該当性・違反該当性の評価、契約・解除・不更新、行政対応、労働者性の判断

	人事
	労働者性、育児介護等配慮、ハラスメント、不利益取扱い

	購買・調達
	発注手続・取引条件明示・委託先管理

	経理・支払
	支払期日・60日・再委託の例外・支払遅延のおそれ

	コンプライアンス
	内部通報、重大事案、行政対応の統括

	事業部門・経営層
	方針判断、レピュテーション、重大な取引変更


5. 研修中に実際の相談が出た場合
	その場で結論を出さない
受講者から具体的な案件相談（支払遅延・減額・解除・ハラスメント等）が出たら、研修の場で適法/違法の結論を出さない。
個人名・取引先名・報酬額・契約書全文・相談内容を全体共有しない。匿名化し、終了後に正規窓口・法務へつなぐ。


6. ケースの自社化
1. ケースワークブックの事例は架空です。自社化する際は実在の個人・取引先・案件・媒体名を使わない。
1. 自社で起きやすい委託類型（制作・開発・動画・原稿・コンサル等）に合わせて場面を調整する。
1. 自社の発注書・支払ルール・相談窓口に合わせて「対応の方向」を補正する。
7. 受講記録・テスト管理・フォロー
1. 受講記録：受講日・対象者・実施形態（集合／オンライン）・講師を記録する。
1. 確認テスト管理：採点（／12点）と誤答傾向を記録し、弱点論点を次回に反映する。
1. 欠席者フォロー：資料配布・動画視聴・後日テストで補完する。
1. 再研修の目安：年1回、又は法令・自社規程の改定時、勧告事例の公表時などに実施する。
受講記録（記入欄）
	実施日
	

	対象・人数
	

	実施形態
	

	講師
	

	平均点／回収数
	

	要フォロー事項
	


8. 資料の版管理
1. 各ファイルに版数・改定日・改定理由を記録する（例：v1.0／2026年6月18日／初版）。
1. 法令・公的資料（解釈ガイドライン・指針・Q&A等）の改定を確認し、内容を更新する。
	版数
	

	改定日
	

	改定理由
	

	承認者
	


9. 講師が言ってはいけない説明
1. 発注は危ないから避けるべき／フリーランスには労働法も取引法も関係ない
1. 契約書があれば何をしてもよい／口頭発注で足りる／条件は後で決めればよい
1. 請求書が来てから60日でよい／元委託の入金がなければ支払を遅らせてよい
1. 本人同意があれば減額・返品・無償やり直しは常に問題ない／1か月未満なら何をしてもよい
1. 募集情報は多少盛ってよい／相談窓口を置くだけで十分／業務委託に配慮は不要
1. 契約書に解除条項があればいつでも自由に終了してよい
1. フリーランス法を守れば労働者性の問題は必ずなくなる
1. 該当性・違反該当性・労働者性・ハラスメント該当性を現場やAIが最終判断できる
1. この研修だけでフリーランス法対応体制が完成する
10. 自社用カスタマイズチェックリスト
1. 記事・資料中の【要自社記入】をすべて自社の内容に差し替えたか
1. 相談窓口・申出先・通報窓口の連絡先を記入したか（架空の連絡先を作っていないか）
1. 発注書・取引条件明示・募集情報・支払・検収の各ルールと整合しているか
1. ケースを自社化し、固有名・報酬額を伏せたか
1. 法令・公的資料の最新版を確認し、基準日を更新したか
1. テスト・解答・スライドの対応関係を確認したか
1. 「そのまま使える」ではなく自社ルール補充前提の表現になっているか
11. 自社確認・差替え事項と相談窓口
架空の連絡先は作らず、次の様式で自社の窓口を記入してください。
	【要自社記入：フリーランス法・業務委託に関する相談窓口】
所管部署：
担当者・連絡先：
受付方法（メール／フォーム／電話）：
ハラスメント相談窓口：
育児介護等配慮の申出先：
内部通報窓口：



参考資料（一次資料・公的資料）
民間の解説記事だけに依存せず、必ず次の一次資料・公的資料の最新版を確認してください。
1. 厚生労働省「フリーランスとして業務を行う方・フリーランスの方に業務を委託する事業者の方等へ」
1. 公正取引委員会「フリーランスの取引適正化に向けた公正取引委員会の取組」／フリーランス法特設サイト
1. e-Gov法令検索「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（令和5年法律第25号）
1. 公正取引委員会・厚生労働省「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律の考え方」（解釈ガイドライン）
1. 厚生労働省「特定業務委託事業者が募集情報の的確な表示・育児介護等への配慮・ハラスメント対策等に関して講ずべき措置等に関する指針」
1. 内閣官房「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律等に係る取組について」
注意事項
	本ガイドの位置付け
本資料は社員教育を目的とした一般的な解説であり、特定の事案に対する法的助言ではありません。
フリーランス法該当性・違反該当性・労働者性・ハラスメント該当性・行政対応は、現場担当者やAIが最終判断するものではありません。
個別案件では、フリーランスの氏名・報酬額・契約書全文・相談内容・個人情報・営業秘密をそのまま外部AIへ入力せず、匿名化・マスキングを行い、自社承認済み環境と人による確認を前提としてください。
本研修だけでフリーランス法対応体制が完成するわけではありません。社内規程と関係部門・専門家への相談で補完してください。
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